
（４）まとめ

資料５



（４）まとめ

1

①広報・情報発信

②高圧ガス保安施策の全体整理



広報・情報発信の重要性

 政策は企業や自治体関係者を初めとする多くの国民に活用されて、初めて意味があるもの。

 このため、まずは一人でも多くの国民に政策を認識してもらうことが重要。

 これまで、プレスリリースやセミナーでの講演を通じ、政策の情報発信に努めてきたが、今後、
様々な広報機能の活用により、更に情報発信力を強化していく必要がある。
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ニュースリリース ポスターの作成・配布 Twitterによる情報発信



「スマート保安」をテーマにした政策特集を連載

 2020年1月～2月にかけて、経済・産業の「いま」をお届けする経済産業省のウェブサイトである
「METI Journal」において、「スマート保安」に焦点を当てた“政策特集” を連載。

3政策特集のバックナンバー



政策や、事業者による先駆的な取組を発信

 全８回に渡る記事において、行政の政策のみならず、先駆的な取組を実施している事業者に
スコープを当てて連載。これにより他事業者への横展開に繋げていくことが狙い。

 さらに、「ジャパンタイムズ」においてもスマート保安の取組を掲載し、海外への情報発信も実施。

 引き続き、政策や事業者による先行事例の情報発信に務め、官民の機運を醸成していく。

4JXTGエネルギー宮田知秀常務執行役員 三菱ケミカル 福田信夫常務執行役員

小澤技術総括・保安審議官

～トップが語るDX戦略～

～行政からのメッセージ～ ジャパンタイムズ
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高圧ガス保安施策の全体整理

 事故対応やスマート保安の推進、時代に対応した規制の見直し等をはじめ、高圧ガス保安法に係
る事業者の規模や種類等に応じた施策を実施し、総合的な保安力の向上を図る。
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④非認定事業者

①スーパー認定事業者

③自主保安高度化事業者
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スマート保安推進のための官民協議会

Condition based maintenance

リスクマネジメントシステムの導入・運用

冷媒等の漏えい対策

ドローン・防爆ガイドライン

水素スタンドの規制の見直し

水素燃料電池ドローンの安全なガイドライン

海外展開・規制の整合化 広報・情報発信

Connected Industries

耐震補強支援事業

共通 事故対応

燃料電池自動車の規制の見直し

IoT/AI人材育成講座開発


